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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載してお

りません。 

  

回次 第29期中 第30期中 第31期中 第29期 第30期 

会計期間 

自平成15年 
４月１日 
至平成15年 
９月30日 

自平成16年
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成15年
４月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

売上高（千円） 2,059,272 2,132,063 2,390,170 4,121,258 4,328,582

経常利益（千円） 33,270 55,392 73,859 90,348 141,650

中間（当期）純利益（千円） 10,860 25,374 251,318 32,397 73,141

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － △22,796 － －

資本金（千円） 831,413 831,413 831,413 831,413 831,413

発行済株式総数（株） 4,558,860 4,558,860 4,558,860 4,558,860 4,558,860

純資産額（千円） 2,195,054 2,212,689 2,492,754 2,222,161 2,263,777

総資産額（千円） 5,796,478 5,701,284 5,921,592 5,642,041 5,584,732

１株当たり純資産額（円） 491.96 496.05 558.89 498.13 507.50

１株当たり中間（当期）純利益金
額（円） 

2.43 5.69 56.34 7.26 16.40

１株当たり中間（年間）配当額
（円） 

－ － － 7.50 7.50

潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額（円） 

－ － － － －

自己資本比率（％） 37.9 38.8 42.1 39.4 40.5

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

203,070 △8,511 102,133 407,715 265,606

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

△31,072 12,678 336,413 △59,376 △23,864

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー（千円） 

15,891 107,026 △147,390 △312,445 △186,479

現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高（千円） 

823,339 783,094 1,018,258 671,061 727,080

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数]（人） 

143 
［4］

147
［3］

163
［2］

141 
［4］

147
［3］



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、製造販売しておりました輸血事業を当社とイムコア社は合併会社を通じて輸血検査用試薬の販売を

行うことといたしました。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、以下の会社が新たに関係会社（関連会社）となりました。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員（常用パート及び嘱託契約社員を含む）であり、臨時雇用者数（派遣社員）は、当中間会計期間の平均

人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

  

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

イムコア・カイノス
株式会社 

東京都港区 10 輸血事業 49
輸血製品はイムコ
ア・カイノス株式
会社が販売を行う 

  平成17年９月30日現在

従業員数（人） １６３（２） 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間における国内景気は、企業業績の改善から株式相場も好調な推移を維持しておりましたが、原油価格の高騰

や米国のハリケーン被害による回復度合い及び日米の金融政策による景気への影響など、その先行きの見込みについては依

然、不透明な状態が続いております。 

臨床検査薬市場におきましては、昨年度に医療報酬の改定や国立大学病院等の独立法人化などの医療費抑制政策が実施され

ましたが、平成１７年４月には医療機器等の安全性強化を主目的とした改正薬事法が施行され、各企業においては厳しさを増

す市場環境への対応や経営効率の改善など引き続き厳しい状況で推移するものと予想されます。 

このような環境のもと、当社におきましては製品構成の改善や経費効率の見直しおよび削減などの努力により適正利益の確

保を目指し事業展開をしてまいりました。 

当中間会計期間の売上高は、２３億９千万円（対前年同期比１２．１％増）となりました。生化学分野におきましては市場

での価格競争等の影響により前年を下回る結果となりましたが、免疫分野におきましては輸血関連および感染症関連を中心と

した積極的な営業展開により、前中間会計期間を上回る結果となりました。 

利益面におきましては、営業利益７千６百万円（対前年同期比１３．２％増）、経常利益７千３百万円（対前年同期比３

３．３％増）、中間当期純利益２億５千１百万円（対前年同期比８９０．４％増）となりました。 

中間当期純利益につきましては、平成１７年６月３０日に当社の輸血事業の強化を目的として輸血検査用試薬事業を新設分

割し、同年７月５日付で同社株式の５１％を米国イムコア社へ譲渡したことに伴う譲渡益により大幅な増加となっておりま

す。 

  

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は１０億１千８百万円となり、前期末に比

べ、２億９千１百万円増（前期比４０.０％増）となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりで

す。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間末において営業活動の結果得られた資金は１億２百万円となりました。これは主に、棚卸資産の減少およ

び未払金の増加によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間末において投資活動の結果得られた資金は３億３千６百万円となりました。これは当期に設立いたしまし

た関係会社の株式売却収入４億５千９百万円と、期間が３ヶ月を越える定期預金１億円の預入れによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当中間会計期間末におきまして財務活動の結果支出した資金は１億４千７百万円となりました。これは主に有利子負債の

返済および配当金の支払によるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

  

(3）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(4）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２中間会計期間における輸出取引はないため、主要な輸出先、輸出販売高及び割合について記載しておりません。 

３．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

品目別 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

生化学的検査用試薬（千円） 500,677 96.1 

免疫血清学的検査用試薬（千円） 594,940 96.3 

その他（千円） 42,951 22.6 

合計（千円） 1,138,569 85.7 

品目別 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

生化学的検査用試薬（千円） 30,266 80.5 

免疫血清学的検査用試薬（千円） 651,948 86.5 

その他（千円） 14,529 52.5 

合計（千円） 696,744 85.1 

品目別 
当中間会計期間

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前年同期比（％） 

生化学的検査用試薬（千円） 624,588 91.1 

免疫血清学的検査用試薬（千円） 1,589,478 114.8 

その他（千円） 176,104 283.0 

合計（千円） 2,390,170 112.1 

  
相手先 

前中間会計期間
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  株式会社エスアールエル 399,695 18.7 430,045 18.0 

  東邦薬品株式会社 285,229 13.4 337,430 14.1 



３【対処すべき課題】 

臨床検査薬業界におきましては、医療費抑制政策の影響により市場環境は引き続き厳しい状況で推移するものと思われます。

このような環境の下でシェアを獲得するには、顧客のニーズを先取りしたユニークな製品の立ち上げや付加価値のある製品が必

須であります。当社は生化学項目の拡充並びに免疫・遺伝子分野でのＰＯＣＴ項目新規品の上市、研究開発にも更に注力し、他

社に先駆けた製品化を図るべく取り組んでおります。なお、イムコア・カイノス株式会社（輸血）との販売強化にも努めてまい

ります。 

 また、今後も平成１７年度に施行された改正薬事法をはじめとした各種法規の遵守と製品の品質と安全性確保のための体制強

化に努めてまいります。 

今後も市場の動向や顧客ニーズを的確に捉え、開発投資を含めた総合的な投資効率を高めつつ、収益力の安定と拡大を目標と

した事業展開をしてまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに下記の会社との間に販売に関する契約を締結しております。 

  

  

５【研究開発活動】 

当社は、体外診断用医薬品市場及び医療現場の各種ニーズに応えるべく、体外診断用医薬品の研究開発や新システムの構築を

積極的に推進しております。 

生化学的検査分野では、共存物質の影響がない尿酸（ＵＡ）試薬や、共存物質の影響を受けずに高感度・高精度な測定を可能

としたクレアチニン試薬（High performance）といった、「腎機能のカイノス」を示す製品を上市しました。更に、栄養サポー

トチーム（ＮＳＴ）活動による、入院患者へのエビデンスに基づく治療計画に欠かせない、栄養アセスメントの指標であるプレ

アルブミンを上市しました。 

免疫検査分野では、前期に上市したイムノクロマト法によるインフルエンザＡ／Ｂ試薬を改良し、従来の高い操作性・視認性

に加え、さらに高感度な製品として開発しました。また、免疫自動分析装置ImmunoCube専用のがんマーカーや、血栓形成に関す

る成分を測定する試薬開発も進んでおります。 

遺伝子検査分野においては、当社保有の核酸増幅法であるＮＡＳＢＡ法を利用した水系感染微生物クリプトスポリジウム検出

試薬の上市を予定し、環境分野での市場形成に取り組んで参ります。また、イムノクロマト法同様、簡単かつ迅速な核酸検出が

可能な核酸クロマト法とＮＡＳＢＡ法を組み合わせ、ノロウィルス検出といった新規遺伝子項目の開発に集中して取り組んでお

ります。 

なお、当中間会計期間において支出した研究開発費は１億９百万円となっております。 

  

  

相手先 契約内容 契約期間 

東和薬品株式会社 ＰＯＣＴ製品に関する販売契約 

平成17年６月７日から 

平成19年６月６日まで 

以降１年ごとの自動更新 

Immucor, Inc 
（イムコア社） 

輸血検査用試薬事業に関する合弁会

社設立契約 
平成17年６月20日 

Immucor, Inc 
（イムコア社） 

輸血検査用試薬の日本国内の販売権

をイムコア・カイノス株式会社へ移

管する契約 

平成17年６月20日 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当社におきましては、笠間事業所内に平成１８年度第１四半期に工場の増設及び配送センターの移設を完成させる計画を進め

ており、平成１７年１０月より建設工事を開始いたします。これは、現在の製造と物流が一体となった社屋から配送センターを

独立することにより製造環境の整備拡充と物流の効率を高め、より良い製品の供給を目的とするものであります。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注）「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めております。 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 16,000,000 

計 16,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成17年12月20日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 4,558,860 4,558,860 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何
ら限定のない
当社における
標準となる株
式 

計 4,558,860 4,558,860 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年4月1日 
  
～ 
  

平成17年9月30日 

－ 4,558,860 － 831,413 － 928,733 



(4）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか、自己株式が98千株あります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。また、「議決権の数」

欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数1個が含まれております。 

  

    平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

杉山 茂 東京都目黒区南１丁目21番10号 815 17.88 

日立化成工業株式会社 東京都新宿区西新宿２丁目１番１号 490 10.77 

旭化成ファーマ株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 450 9.87 

カイノス従業員持株会 東京都文京区本郷２丁目38番18号 220 4.84 

日本シエーリング株式会社 大阪府大阪市淀川区西宮原２丁目６番64号 180 3.95 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 110 2.41 

株式会社りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２丁目２番１号 88 1.93 

中村 利通 千葉県柏市松葉町４丁目７番６の501号 75 1.65 

稲熊 章男 
愛知県幡豆郡幡豆町大字寺部字笠外
２９６－２９５－３合併地 

53 1.16 

日本化薬株式会社 東京都千代田区富士見１丁目11番２号 50 1.10 

商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２丁目10番17号 50 1.10 

計 － 2,581 56.66 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式  98,000 

－
権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,456,000 4,456 同上 

単元未満株式 普通株式  4,860 － 同上 

発行済株式総数 4,558,860 － － 

総株主の議決権 － 4,456 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

  

     平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社カイノス 
東京都文京区本郷二
丁目38番18号 

98,000 － 98,000 2.17 

計 － 98,000 － 98,000 2.17 

月別 平成17年４月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 

最高（円） 444 415 419 506 485 475 

最低（円） 400 400 400 420 430 441 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

常務取締役 営業本部本部長 常務取締役 
営業本部本部長兼事業プロジェ
クト担当 

上地史朗 平成17年10月1日

取締役 生産本部本部長 取締役 開発本部本部長 松本克美 平成17年10月1日

取締役 
管理本部副本部長 
兼総務部部長 

取締役 生産本部本部長 小林茂雄 平成17年10月1日

取締役 
開発本部本部長 
兼品質保証センター担当 

取締役 

品質保証センター担当
兼事業プロジェクト統括 
兼MAGOシステム拡販プロジェク
トリーダー 
兼POCT拡販プロジェクトリーダ
ー 

和田光雄 平成17年10月1日



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法

に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書きにより、改正前の中間

財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）及び当中間会

計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査法人による中間監査を受けており

ます。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

１．現金及び預金   813,094  1,148,258 757,080  

２．受取手形   276,629  186,119 153,093  

３．売掛金   786,026  977,210 900,597  

４．たな卸資産   558,934  393,890 539,661  

５．繰延税金資産   37,164  43,832 35,532  

６．その他   30,796  78,462 45,597  

７．貸倒引当金   △2,000  △2,900 △2,900  

流動資産合計    2,500,645 43.9 2,824,873 47.7  2,428,662 43.5

Ⅱ 固定資産       

(1）有形固定資産       

１．建物 ※1,2 676,533  640,910 658,014  

２．土地 ※２ 1,851,453  1,851,453 1,851,453  

３．その他 ※1,2 110,221  139,602 116,438  

   計   2,638,207  2,631,965 2,625,906  

(2）無形固定資産   13,535  19,933 22,123  

(3)投資その他の資産       

１．投資有価証券 ※２ 176,710  199,178 180,098  

２．関係会社株式   －  22,796 －  

３．差入保証金   126,301  124,772 126,524  

４．繰延税金資産   84,030  40,457 82,256  

５．その他   160,048  57,614 119,882  

６．貸倒引当金   －  － △1,144  

計   547,090  444,818 507,617  

固定資産合計    3,198,833 56.1 3,096,718 52.3  3,155,647 56.5

Ⅲ 繰延資産       

１．社債発行費   1,805  － 422  

繰延資産合計    1,805 0.0 － －  422 0.0

資産合計    5,701,284 100.0 5,921,592 100.0  5,584,732 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

１．支払手形   11,513  25,152 23,272  

２．買掛金   609,547  664,695 690,321  

３．短期借入金 ※２ 1,035,540  791,065 904,665  

４．１年内償還予定社
債 

  60,000  60,000 60,000  

５．未払金   146,841  249,591 162,401  

６．未払法人税等   45,595  214,905 66,629  

７．賞与引当金   60,110  43,300 54,000  

８．その他 ※４ 37,167  45,786 35,603  

流動負債合計    2,006,316 35.2 2,094,495 35.4  1,996,891 35.8

Ⅱ 固定負債       

１．社債   320,000  260,000 290,000  

２．長期借入金 ※２ 1,025,820  923,055 893,195  

３．退職給付引当金   57,435  62,907 57,938  

４．預り保証金   15,022  13,879 13,879  

５．役員退職慰労引当
金 

  64,000  － 69,050  

６．長期未払金   －  74,500 －  

固定負債合計    1,482,278 26.0 1,334,342 22.5  1,324,062 23.7

負債合計    3,488,594 61.2 3,428,837 57.9  3,320,954 59.5

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    831,413 14.6 831,413 14.0  831,413 14.9

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   928,733  928,733 928,733  

資本剰余金合計    928,733 16.3 928,733 15.7  928,733 16.6

Ⅲ 利益剰余金       

１．利益準備金   193,125  193,125 193,125  

２．任意積立金   261,000  261,000 261,000  

３．中間（当期）未処
分利益 

  76,368  341,999 124,135  

利益剰余金合計    530,493 9.3 796,124 13.4  578,260 10.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   9,035 0.1 23,672 0.4  12,357 0.2

Ⅴ 自己株式    △86,986 △1.5 △87,189 △1.4  △86,986 △1.6

資本合計    2,212,689 38.8 2,492,754 42.1  2,263,777 40.5

負債・資本合計    5,701,284 100.0 5,921,592 100.0  5,584,732 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    2,132,063 100.0 2,390,170 100.0  4,328,582 100.0

Ⅱ 売上原価    1,235,959 58.0 1,447,914 60.6  2,512,652 58.0

売上総利益    896,103 42.0 942,256 39.4  1,815,929 42.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   828,635 38.9 865,862 36.2  1,651,201 38.2

営業利益    67,468 3.2 76,393 3.2  164,727 3.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  13,609 0.6 15,604 0.7  26,624 0.6

Ⅴ 営業外費用 ※２  25,685 1.2 18,137 0.8  49,701 1.2

経常利益    55,392 2.6 73,859 3.1  141,650 3.3

Ⅵ 特別利益 ※３  512 0.0 435,272 18.2  2,422 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  3,967 0.2 26,469 1.1  4,469 0.1

税引前中間(当期)純
利益 

   51,937 2.4 482,663 20.2  139,603 3.2

法人税、住民税及び
事業税 

  41,228  205,609 80,000  

法人税等調整額   △14,665 26,563 1.2 25,736 231,345 9.7 △13,538 66,462 1.5

中間(当期)純利益    25,374 1.2 251,318 10.5  73,141 1.7

前期繰越利益    50,994 90,680  50,994 

中間(当期)未処分利
益 

   76,368 341,999  124,135 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益 

  51,937 482,663 139,603 

減価償却費   35,690 36,477 74,720 

無形固定資産償却額   1,780 2,689 4,104 

長期前払費用償却額   31,460 23,990 64,493 

繰延資産償却額   1,383 422 2,766 

賞与引当金の増加額
（△減少額） 

  9,900 △10,700 3,790 

退職給付引当金の増
加額 

  503 4,969 1,006 

役員退職慰労引当金
の増加額（△減少額） 

  5,800 △69,050 10,850 

貸倒引当金の増加額   － － 900 

受取利息及び受取配
当金 

  △4,479 △4,836 △6,388 

投資有価証券売却益   △512 － △2,377 

支払利息   16,443 12,631 30,292 

社債利息   1,285 1,140 2,472 

手形売却損   77 147 333 

為替差損益   △6,639 △4,534 △4,677 

有形固定資産除却損   3,967 1,616 4,469 

有形固定資産売却益   － － △45 

関係会社株式売却益   － △435,272 － 

売上債権の増加額   △45,138 △109,639 △36,078 

たな卸資産の減少額   36,859 142,606 56,132 

その他流動資産の増
加額 

  △6,410 △27,794 △23,301 

仕入債務の減少額   △93,866 △23,744 △1,336 



  

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

未払金・未払費用の
増加額（△減少額） 

  △14,755 156,073 18,895 

その他流動負債の増
加額（△減少額） 

  10,588 △5,471 5,157 

その他固定負債の増
加額 

  2,000 0 856 

小計   37,875 174,385 346,638 

利息及び配当金の受
取額 

  4,479 4,836 6,388 

利息の支払額   △17,817 △13,468 △32,633 

法人税等の支払額   △33,048 △63,619 △54,786 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △8,511 102,133 265,606 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  － △100,000 － 

投資有価証券の売却
による収入 

  20,497 － 24,574 

有形固定資産の取得
による支出 

  △7,148 △23,848 △44,663 

無形固定資産の取得
による支出 

  △600 △500 △11,512 

保険積立金解約によ
る収入 

  － － 8,030 

保証金解約による収
入 

  － 1,580 － 

出資による支出   － 10 － 

関係会社株式の売却
による収入 

  － 459,000 － 

その他投資解約によ
る収入 

  950 172 1,151 

その他投資取得によ
る支出 

  △1,020 － △1,444 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  12,678 336,413 △23,864 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の純増減
額 

  10,000 150,000 △140,000 

長期借入金の調達に
よる収入 

  500,000 200,000 600,000 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △339,320 △433,740 △552,820 

社債の償還による支
出 

  △30,000 △30,000 △60,000 

自己株式の取得によ
る支出 

  △195 △203 △195 

配当金の支払額   △33,457 △33,446 △33,464 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  107,026 △147,390 △186,479 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  838 22 756 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加額 

  112,032 291,178 56,018 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  671,061 727,080 671,061 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※ 783,094 1,018,258 727,080 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

────── ① 子会社株式及び関連会社

株式移動平均法による原

価法 

────── 

その他有価証券 ② その他有価証券 その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの  時価のあるもの 

  中間期末の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

同左 

期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  時価のないもの 時価のないもの  時価のないもの 

  移動平均法による原価

法 
同左 同左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法 同左 同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  商品、製品、原材料及び仕

掛品 

商品、製品、原材料及び仕

掛品 

商品、製品、原材料及び仕

掛品 

   総平均法による原価法 同左 同左 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

   最終仕入原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては、定額法を採用してお

ります。 

 なお、耐用年数及び残存価

額については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によ

っております。 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   ソフトウェア（自社利用）

については、社内における利

用可能期間（５年）による定

額法、それ以外の無形固定資

産については、定額法を採用

しております。 

同左 同左 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   均等額を償却する方法を採

用しております。 

同左 同左 

３．繰延資産の処理方法 社債発行費 社債発行費 社債発行費 

   商法の規定に基づき、３年間

で均等償却しております。 

同左 同左 

        



  

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等の特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金  

   従業員に対する賞与の支給

に充てるため、支給見込額を

計上しています。 

同左 同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金  

   従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

直近の年金財政計算における

責任準備金により見込まれる

退職給付債務及び年金資産に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（79百万円）については、15

年による按分額を費用処理し

ております。 

同左 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

直近の年金財政計算における

責任準備金により見込まれる

退職給付債務及び年金資産に

基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（79百万円）については、15

年による按分額を費用処理し

ております。 

  (4) 役員退職慰労引当金 (4) 役員退職慰労引当金 (4）役員退職慰労引当金 

   役員に対する退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基

づく中間期末要支給額を計上

しております。 

────── 役員に対する退職慰労金の

支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上して

おります。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

同左 同左 



  前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについて、

特例処理を採用しておりま

す。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段     

  金利スワップ 同左 同左 

  ヘッジ対象     

  借入金利息     

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

   当社の内部規則である「資

金管理規則」に基づき、金利

変動リスクをヘッジする目的

で金利スワップ取引を行って

おります。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップについては、

特例処理を採用している為、

有効性の評価を省略しており

ます。 

同左 同左 

７．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

８．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式を採用しておりま

す。 

消費税等の処理方法 

同左 

消費税等の処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

追加情報 

  

  

  次へ 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計

基準 

────── 

 当中間会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会

計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益に与え

る影響はありません。 

────── 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

外形標準課税  実務対応報告第12号「法人事

業税における外形標準課税部分

の損益計算書表示についての実

務上の取扱」（企業会計基準委

員会（平成16年２月13日））が

公表されたことに伴い、当中間

会計期間から同実務対応報告に

基づき、法人事業税の付加価値

割及び資本割４百万円を販売費

及び一般管理費として処理して

おります。 

────── 

 実務対応報告第12号「法人事

業税における外形標準課税部分

の損益計算書表示についての実

務上の取扱」（企業会計基準委

員会（平成16年２月13日））が

公表されたことに伴い、当事業

年度から同実務対応報告に基づ

き、法人事業税の付加価値割及

び資本割８百万円を販売費及び

一般管理費として処理しており

ます。 

役員退職慰労引当金 

────── 

 役員に対する退職慰労金の支

給に備えるため、内規に基づく

所要額を計上しておりました

が、平成17年６月23日開催の定

時株主総会終結の時をもって退

職慰労金制度を廃止いたしまし

た。これに伴い、これまでの在

任期間に応じた退職慰労金の打

切り支給を同株主総会にて決議

いたしました。 

 なお、支給対象期間に係る役

員退職慰労金所要額74百万円に

ついては、固定負債の「長期未

払金」に計上しております。 

────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 
当中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

前事業年度末 
（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却

累計額 
1,338,687千円 1,374,543千円 1,368,446千円 

※２．担保提供資産       

(1）担保に供している資産       
  
建物 

構築物 

機械装置 

工具器具備品 

土地 

計 

  
676,246千円

32,325 

3,106 

1,150 

1,851,453 

2,564,281 

633,027千円

29,891 

3,106 

1,150 

1,851,453 

2,518,629 

653,733千円

31,157 

3,106 

1,150 

1,851,453 

2,540,600 

(2）上記に対応する債務       
  

  

短期借入金 

（１年内返済長期借入金を含
む） 

長期借入金 

計 

  
785,540千円

  

925,820 

1,711,360 

729,065千円

  

623,055 

1,352,120 

704,665千円

  

793,195 

1,497,860 

(3)その他担保に供している資産       

差入保証金の代用として提

供しているもの 

      

投資有価証券 8,820千円 8,147千円 8,897千円 

 ３．受取手形割引高 171,241千円 160,723千円 161,841千円 

※４．消費税等の取り扱い  仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

重要性が乏しいため、流動負

債の「その他」に含めて表示

しております。 

同左 ────── 



（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要な

もの 

  

  

  

  

  

  

為替差益 7,402千円 7,972千円 12,238千円 

受取利息 1,138 1,485 2,618 

受取配当金 3,341 3,350 3,769 

受取手数料 393 387 436 

仕入割引 1,106 1,230 2,311 

※２．営業外費用のうち重要な

もの 

  

  

  

  

  

  

支払利息 16,443千円 12,631千円 30,292千円 

社債利息 1,285 1,140 2,472 

※３．特別利益のうち重要なも

の 

  

  

  

  

  

  

投資有価証券売却益 

関係会社株式売却益 

512千円 

－ 

－ 

435,272千円 

2,377千円 

－ 

※４．特別損失のうち重要なも

の 

  

  

  

  

  

  

固定資産除却損 

事業再編損失 

3,967千円 

－ 

1,616千円 

24,852 

4,469千円 

－ 

５．減価償却実施額       

有形固定資産 35,690千円 36,477千円 74,720千円 

無形固定資産 1,780 2,689 4,104 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

※現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高と中間貸借対

照表（貸借対照表）に掲記さ

れている科目の金額との関係 

      

  

  

現金及び預金勘定 

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金 

現金及び現金同等物 

  
813,094千円 

△30,000 

783,094千円 

1,148,258千円 

△130,000 

1,018,258千円 

757,080千円 

△30,000 

727,080千円 



（リース取引関係） 
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前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 
  

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具備品 104,957 47,829 57,127

ソフトウェア 4,260 3,430 830

合計 109,218 51,260 57,957

  

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

工具器具備品 146,170 64,992 81,178

ソフトウェア 31,130 5,425 25,704

合計 177,301 70,418 106,882

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

工具器具備品 127,767 51,048 76,719

ソフトウェア 30,380 2,025 28,355

計 158,148 53,073 105,075

２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料中間期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
  

１年内 21,853千円

１年超 47,561千円

合計 69,414千円

  
１年内 37,153千円

１年超 86,275千円

合計 123,429千円

１年内 32,916千円

１年超 86,513千円

合計 119,429千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 
  

支払リース料 14,989千円

減価償却費相当額 13,327 

支払利息相当額 470 

  
支払リース料 18,911千円

減価償却費相当額 20,213 

支払利息相当額 1,038 

支払リース料 30,841千円

減価償却費相当額 31,313 

支払利息相当額 1,300 

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 
同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額（維持管理費用相当額を

除く）とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっておりま

す。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末 （平成16年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）減損処理にあたっては、前期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、個別の銘柄毎に回復可能性を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

当中間会計期間末 （平成17年９月30日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）減損処理にあたっては、前期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、個別の銘柄毎に回復可能性を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 41,976 57,210 15,234 

合計 41,976 57,210 15,234 

種類 中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 119,000

合計 119,000

種類 取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 39,764 79,678 39,913 

合計 39,764 79,678 39,913 

種類 中間貸借対照表計上額（千円） 

子会社株式及び関連会社株式 22,796

その他有価証券 

非上場株式 119,000



前事業年度末 （平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注）減損処理にあたっては、前期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、個別の銘柄毎に回復可能性を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２．時価評価されていない主な有価証券 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末 (平成16年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

当中間会計期間末 (平成17年９月30日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

前事業年度末 (平成17年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

 （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 
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種類 取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 39,764 60,598 20,834 

合計 39,764 60,598 20,834 

種類 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 119,000

合計 119,000

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 93,923 99,411 5,487 

合計 93,923 99,411 5,487 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 92,505 100,624 8,119 

合計 92,505 100,624 8,119 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 92,554 96,161 3,607 

合計 92,554 96,161 3,607 



（持分法損益等） 

  

（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  
前中間会計期間 

（自平成16年4月1日 
至平成16年9月30日） 

当中間会計期間
（自平成17年4月1日 
至平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自平成16年4月1日 
至平成17年3月31日） 

関連会社に対する投資の 
金額（千円） 

────── 22,796 ────── 

持分法を適用した場合の 
投資の金額（千円） 

────── ────── ────── 

持分法を適用した場合の 
投資利益の金額（千円） 

────── △22,796 ────── 

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

496円05銭 558円89銭 507円50銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

5円69銭 56円34銭 16円40銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

同左 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間（当期）純利益（千円） 25,374 251,318 73,141 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
（千円） 

25,374 251,318 73,141 

期中平均株式数（千株） 4,460 4,460 4,460 

希薄化効果を有しない為、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要 

平成12年６月29日開催

の定時株主総会決議に

よるストックオプショ

ン（自己株式譲渡方

式） 

普通株式   96千株 

同左 同左 



（重要な後発事象） 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

     当社は、平成17年５月26日開催の

当社取締役会において、平成17年６

月30日を分割期日として、輸血検査

用試薬事業を当社が新設分割により

設立する100％子会社カイノスＢＢ

株式会社（以下「承継会社」とい

う。）に承継させることを決定いた

しました。また、平成17年６月20日

開催の臨時取締役会において、イム

コア社（本社：米ジョージア州、以

降「イムコア社」という。）に承継

会社の株式（発行済株式の51％相

当）を譲渡することを決議し同日株

式譲渡契約ならびに合弁契約書を締

結いたしました。なお、新設につき

ましては平成17年６月23日開催の第

30回定時株主総会において承認を得

ております。 

 本件の概要は以下のとおりであり

ます。 

────── ────── (1）当該事業の分割の目的 

     当社の輸血検査用試薬事業は、

ＢＢ推進部において展開して参り

ましたが、調達コストの上昇等に

より、その経営環境は年々厳しさ

を増しております。そこで、当社

としては、同事業を共同事業化す

ることが当社の利益を図るために

最善の方法であると判断致しまし

た。このため、同事業を新設分割

により承継会社に承継させるもの

であります。 

    (2）会社分割の日程 

    分割計画書作成取締役会 

平成17年５月26日 

分割計画書承認株主総会 

平成17年６月23日 

分割期日 

平成17年６月30日（予定） 

分割登記日 

平成17年６月30日（予定） 



  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    (3）会社分割の要旨 

    ① 当該分割の要旨 

     当年６月30日に、当該事業を

100％子会社として新設分割

（物的分割）し、同社が分割に

より発行する株式の総数を当社

に割当てる物的分割です。な

お、承継会社が分割に際して発

行する株式は、普通株式200株

であります。 

    ② 分割交付金 

     分割交付金の支払はありませ

ん。 

    ③ 承継会社の承継財産 

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

────── 

 輸血検査用試薬事業に属する

資産、負債、契約関係及びこれ

らに付随する権利義務。但し、

銀行借入金を除く。なお、承継

会社が承継する全ての債務につ

いては、併存的な債務引受けの

方法により当社が連帯して負担

します。また、同事業に従事す

る従業員との間の雇用契約は承

継せず、出向扱いとします。 

    ④ 当該事業の内容 

    輸血検査用試薬の輸入・販売 

    ⑤ 当該事業の規模 

    売上高 937百万円（平成17

年３月期当社実績） 

    (4）当該事業の株式譲渡の目的 

     当社は、イムコア社との間で、

同事業を共同事業化する可能性に

ついて協議を続けてまいり、同社

との間で共同事業化について合意

致しました。株式譲渡は、イムコ

ア社との共同事業化のために行い

ます。 

    (5）株式譲渡期日（予定） 

    平成17年７月１日 



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日） 

当中間会計期間
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

    (6）当該事業の株式譲渡について 

    ① 当該事業の株式譲渡先 

    名称   Immucor, Inc. 

住所   3130 Gateway 

Drive Norcross, 

GA 30091-5625 

代表者  Chairman&CEO 

Edward L, Gallup 

資本金  36,292,494米ドル 

事業内容 輸血検査用試薬の

製造販売及び輸出 

    ② 当該契約の要旨 

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

────── 

 当年６月30日に、当該事業を

100％子会社として新設分割

（物的分割）による方法で設立

し、その後、当年７月１日を目

処に当該承継会社の発行済株式

総数の51％にあたる株式をイム

コア社へ譲渡致します。さら

に、当社の保有する承継会社株

式は、承継会社設立から相当年

数後にイムコア社に全て譲渡す

る予定です。 

    ③ 当該株式の譲渡価額 

     譲渡日における、当該事業の

時価を基準とする当該事業の対

価として適正な価額 

    (7）承継会社に新たに就任予定の役

員 

    取締役 中村利通、鈴木齋、太

田量康、ジオアッキー

ノ・デ・キリコ、上地

史朗、串間竜太郎 

監査役 法華津寛、徳永孔志 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

当中間会計期間の開始日から当半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)臨時報告書 

(2)有価証券報告書及びその添付書類 

  

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及

び経営成績に著しい影響を与える事象）の規定に基づくもの 

平成17年６月21日関東財務局長に提出 

事業年度（第30期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月24日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成16年12月15日

株 式 会 社 カ イ ノ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カイノスの

平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第30期事業年度の中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社カイノスの平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 大 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 井 義 己 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成17年12月８日

株 式 会 社 カ イ ノ ス 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社カイノスの

平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第31期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社カイノスの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 大 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 田  誠 
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